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法務DX導入から実装までの支援 ―業務の可視化による業務プロセスの見直し
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• 法務DXの導入に際しては、まず自社における法務部門に期待される役割を明確にし、その役割を果たす上で
業務上課題となる事項とその原因を特定した上で、その課題解決に最適な法務DXは何かを検討することから
始める必要があります。

• 単なる業務の効率化だけではなく、業務の質も同時に上げていかなければなりません。現在の法務部門の

業務を可視化し、その課題と原因を特定することから始めることにより業務の効率化を図り、パフォーマンスを
最大化することを支援します。

法務DX導入に際して～何のために業務の効率化を図るのか?

法務部門の「パーパス」（存在意義）と法務DX

• 法務部門の「パーパス」（存在意義）は、適切なリーガル・リスク・マネジメントによる企業価値の毀損（きそん）
防止と同時に企業価値向上への貢献だと考えます。EY弁護士法人は、その実現のための法務機能の在り方
および強化に対する総合的なコンサルティングを行います。法務機能を強化するためには、法務DXを活用して
業務を効率化することも有用です。



（参考）EYリーガルオペレーションズ成熟モデル
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• 人材とプロセス:

• 基本的な教育・研修が必要

• 経営陣の連携／援助が必要

• データ:

• 分散／非標準化：IT依存

• 記録システム、ポリシー、強制が
必要

• ソーシングモデル:

• 企業／ベンダーの選択プロセスが
必要

• 支出分析、交渉戦略、品質／結果
に対する洞察が必要

• テクノロジー:

• 共有されていない知識とサイロ化
されたシステム

• 2流のテクノロジー

始動段階

• 人材とプロセス:

• プロジェクトの可視化、コアプロセスの標準化、
継続的なインパクトの文書化

• 重要事項の決定において、常に管理者としての
協力を求められる

• データ:

• ルールを基本とした検証と基本的な情報追跡

• 情報ガバナンスが機能するように、記録のコア
システムを特定、効果的に活用する

• ポリシーの実施・徹底

• ソーシングモデル:

• 多様なリソースを活用した拡張モデル

• すべてのリーガルプロバイダーに使用される分析

• 総合的な価値を重視

• テクノロジー:

• システムはビジネスをサポートし、そのほとんどが
マーケットをリードする

• 投資の実現と明確な戦略

• より正確な報告

• システム休止時間の低減

• ビジネスに合わせたスケール

• データ／記録コンプライアンス

• リソースの解放

• コスト削減

• 必要性の洞察

• 知識の共有の改善

• 積極的な危機管理

• 全社的リスクの低減

• 取引のスピードアップ
運用

価値

• 人材とプロセス:

• 教育／研修に依拠

• プロジェクト管理・経営陣の連携／
援助

• データ:

• 限定的に定義され、基本的な追跡と
情報ガバナンスが必要

• 幾つかの記録システムとポリシー、
限定的なコンプライアンス

• ソーシングモデル:

• 優先ベンダーへ高コストの仕事

• 支出分析の使用、経費削減重視

• テクノロジー:

• システムはプロセスに関連する

• 非公式な戦略計画

• 人材とプロセス:

• いかなるケースにも正式なプロジェクトマネジメント
を行う

• プロセスの改善とトレーニングに専念するチーム

• 積極的な戦略立案

• データ:

• システム間の標準的なコアデータ

• 整合性のある報告指標と積極的なガバナンス

• 完全に統一された明確な記録システム

• ソーシングモデル:

• 一元的なベンダー管理機能

• 内部／外部比率の最適化

• グローバルソーシングプログラム

• テクノロジー:

• ビジネスプロセスに適応した統合システム

• 戦略的ロードマップ領域をサポートするための調整

• チームと戦略プランニングの一元化

成長段階
効率的段階 主導的段階



法務業務改善・効率化（〈例〉法務DX導入）支援の流れ

《STEP 1》 法務機能のアセスメント

課題抽出と報告書の作成
（「リーガル・ヘルスチェック®」）

《STEP 2》 法務機能のデザイン

ロードマップの作成／
「ワークショップ」の実施

《STEP 3》 実装支援

（例）社内体制、規程の整備、
ツールの導入の支援
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《STEP 1》 法務機能のアセスメント
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EY独自の「リーガル・ヘルスチェック®」による法務機能のアセスメント

• 法務部門に対するヒアリングを実施し、
多角的な観点から法務機能に関する
トピックをハイレベルでチェック

• 本社の法務部員だけでなく海外

グループ子会社の法務部員、事業部
や経営陣等その他のステー ク
ホルダーも対象とするリーガル・
ヘルスチェック

• 契約書管理体制やL/O体制※、特定
海外地域のグローバル（法務／全

テーマ）ガバナンス、全社（グループ）
ガバナンスなど特定の課題や対象に
関して深堀り

※L/O体制＝Legal Operations体制

法務機能の課題を可視化し、次に何をすべきか検討（または社内を説得）するため、客観的かつ
専門的な第三者としてのEYによる報告書を作成します。なお、費用はテーマの選定やヒアリング対象に
より異なります。

ハイレベル・リーガル・ヘルスチェック フルスペック・リーガル・ヘルスチェック カスタマイズド・リーガル・ヘルスチェック



（参考）リーガル・ヘルスチェック® －質問例
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質問項目（例） 質問（例）



《STEP 2》 ワークショップの実施
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ロードマップの作成にあたり、EYがファシリテーターを務めて法務部員に対してワークショップを実施

法務部門の役割と課題、法務機能の改善・向上のための方策を中心としたディスカッション

• 法務部員以外のステークホルダーに対して行うことも可能

• STEP1の段階で、あるいは独立して実施することも可能

（例）EYが若手部員の声を直接伺う



《STEP 2》 ワークショップの ディスカッションのテーマ（例）
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法務部の業務範囲、各部員
の役割および責任は、部内
と対社内クライアントとの関
係で、どの程度明確です
か?

法務部ではどのような人材が
どのようなタスクを処理して
いますか?

法務部の内部コストと外部
支出に可視性はありますか?

外部法律事務所の構成と
パフォーマンス管理の仕組み
は存在しますか?

法務部ではテクノロジーを
どの程度活用していますか?

現在の法務部門の優先
事項は何ですか?

どのような課題に直面していますか?

• ビジネスからの業務上の期待に応えること

• コスト圧力

• 部員の教育・育成

• チームの効果的・効率的な組成

• 業務機能の管理

• 海外子会社のリーガルリスク管理

• 法務部門のプレゼンスUP

法務部門としての意思決定
を支えるための経営情報は
十分ですか?

業務の効率性とパフォー
マンスを管理するためにどの
ような指標（KPI）を用いて
いますか?

法務部員同士のコミュニケー
ションは活発ですか?



《STEP 3》 実装支援の一例
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各種データ、書類
管理の体制整備

PMIの際のLRMやガバナ

ンス、業務オペレーション
の改善に伴う体制づくり、
社内規程、マニュアル作成

規程改訂・新規制
定に伴う社内研修
の企画・実行

業務オペレーションの
改善等に伴う各種承
認プロセス、その他業
務プロセスの策定

KPI設計、人事評
価制度設計支援

AI契約レビューシステ

ム導入の際の社内契
約書ひな形の整理、
見直し、作成

法務部員教育、
社内法務研修体
制の構築

電子署名システム導
入にあたっての社内
規程見直し、作成

策定したロード
マップに基づきプ
ランの実装支援

EYがプロジェク

ト・マネジメントを
行い支援

• PMI:  Post Merger Integration

• LRM: Legal Risk Management



EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world～より良い社会の構築

を目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライアント、

人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資本市場に

おける信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの

実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を

支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務および

トランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な

問題に対し優れた課題提起（better question）をすることで、

新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワーク

であり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に

独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証

有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。EYによる個人情報の取得・

利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利について

は、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の法令により

禁止されている場合、法務サービスを提供することはありません。EYについて詳しくは、

ey.comをご覧ください。

EY弁護士法人について

EY弁護士法人は、EYメンバーファームです。国内および海外で法務・税務・会計

その他のさまざまな専門家と密接に協働することにより、クライアントのニーズに即した

付加価値の高い法務サービスを提供し、より良い世界の構築に貢献します。詳しくは、

ey.com/ja_jp/people/ey-law-coをご覧ください。
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